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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第100期

第１四半期連結
累計期間

第101期
第１四半期連結
累計期間

第100期

会計期間
自2018年４月１日
至2018年６月30日

自2019年４月１日
至2019年６月30日

自2018年４月１日
至2019年３月31日

売上高 （百万円） 6,626 7,083 27,195

経常利益 （百万円） 1,082 990 3,670

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 625 537 2,034

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 553 331 1,615

純資産額 （百万円） 30,492 31,248 31,202

総資産額 （百万円） 40,723 41,840 41,690

１株当たり四半期（当期）純利

益
（円） 14.03 12.05 45.60

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 67.0 66.0 66.2

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

３．売上高には、消費税等は含んでおりません。

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当第１四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1)経営成績の状況

当第１四半期連結累計期間（2019年４月１日～2019年６月30日）におけるわが国経済は、雇用環境及び個人所得

の改善により個人消費が拡大傾向にあるなど緩やかな回復基調で推移しましたが、海外においては、米中貿易協議

の長期化によって中国における景気停滞感が鮮明となり、米国がハイテク関連分野において輸出規制に踏み切った

ことから、通信機器や半導体などの産業において需要の先行きに不透明感が生じております。またその他にも英国

のＥＵ離脱問題、中東・朝鮮半島における地政学リスクの高まり等もあり、今後不確実な状況はしばらく継続する

ものと考えられます。

当社グループ（当社及び連結子会社）の主要取引先であります国内鉄鋼業界におきましては、当第１四半期連結

累計期間における粗鋼生産量は前年同期比1.7％減の2,611万トンとやや低調に推移しました。このような環境のも

と、当社グループは品質第一の考えをもとに売上増加と生産性向上に全力で取り組んでまいりました。主力製品で

ある製鋼用耐火物をはじめ、ファインセラミックス等の先端素材技術や環境創造技術へ挑戦し、コスト削減など経

営合理化を進めてまいりました。

その結果、当第１四半期連結累計期間においては、次の通りの経営成績となりました。

売上高は、主要顧客であります製鋼メーカー向け耐火煉瓦及び不定形耐火物等の堅調な売上に支えられ、また新

素材関連商品の売上も堅調であったことから、70億83百万円（前年同期比6.9％増）となりました。

利益面では、売上増に伴い固定費負担が相対的に低下したものの、原材料費を中心とした調達コスト、および減

価償却費等の負担増加が響き、売上原価が前年同期比で4億91百万円の増加となったことから、営業利益は9億26百

万円（前年同期比6.7％減）となりました。

経常利益は、受取配当金が前年同期比で6百万円増加し、一方為替に関しては円高傾向であったため、為替差損50

百万円（前年同期比200.8％増）を計上したことで、経常利益は9億90百万円（前年同期比8.4％減）となりました。

また親会社株主に帰属する四半期純利益は、5億37百万円（前年同期比14.1％減）となりました。

 

セグメントの業績は、次の通りであります。

①日本

国内の売上高は54億53百万円（前年同期比5.7％増）となりました。国内顧客向け販売は、引き続き耐火物業界全

般より引き合いを頂いており、そのため当社の販売量・販売価格共に堅調に推移しておりますが、原材料費の高

騰、減価償却費の負担増もあり、セグメント利益は9億12百万円（前年同期比8.6％減）となりました。

②北米

北米の売上高は6億1百万円（前年同期比3.0％増）となりました。また、セグメント損失は1百万円（前年同期は

25百万円の利益）となりました。米国景気は引き続き堅調に推移しており、売上については堅調ですが、国内同様

売上原価の上昇により、利益面では芳しくありませんでした。

③ヨーロッパ

ヨーロッパの売上高は7億96百万円（前年同期比14.9％増）となりました。また、セグメント利益は92百万円（前

年同期比8.5％減）となりました。引き続き販売好調に推移しておりますが、国内同様売上原価の上昇により、利益

面では芳しくありませんでした。

④アジア

アジアの売上高は1億40百万円（前年同期比7.7％増）となりました。また、セグメント利益は19百万円（前年同

期は1百万円の損失）となりました。販売・生産共に好調に推移しており利益は増加しております。

⑤その他

その他の売上高は90百万円（前年同期比48.5％増）となりました。また、セグメント利益は40百万円（前年同期

比0.4％増）となりました。販売は増加しておりますが、売上原価の上昇により利益は微増となっております。
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(2)財政状態の状況

（流動資産）

流動資産の残高は前連結会計年度末に比べ2億85百万円増加し、254億82百万円となりました。その主な要因は製

品及び外注品の増加（3億61百万円）によるものであります。

（固定資産）

固定資産の残高は前連結会計年度末に比べ1億35百万円減少し、163億57百万円となりました。その主な要因は投

資有価証券の減少（3億62百万円）及び繰延税金資産の増加（1億15百万円）によるものであります。

（負債）

負債の残高は前連結会計年度末に比べ1億4百万円増加し、105億91百万円となりました。その主な要因は賞与引当

金の増加（3億38百万円）及び未払法人税等の減少（2億97百万円）によるものであります。

（純資産）

純資産の残高は前連結会計年度末に比べ45百万円増加し、312億48百万円となりました。その主な要因は利益剰余

金の増加（3億59百万円）及びその他有価証券評価差額金の減少（2億54百万円）によるものであります。

 

(3)経営方針・経営戦略等

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略について重要な変更はあり

ません。

 

(4)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会

社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次の通りであります。

①　当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

近時、わが国の資本市場においては、対象となる会社の経営陣との十分な協議や合意を得ることなく、一方的に

大量の株式の買付を強行するといった動きが顕在化しつつあります。これが当社の企業価値ひいては株主共同の利

益に資するものであれば、資本市場のルールに則り、かかる買付行為を全て否定するものではありませんが、この

ような株式の大規模買付の中には、その目的等から見て、企業価値ひいては株主共同の利益に対する明白な侵害を

もたらすもの等も少なくありません。当社は当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なう恐れ

のある不適切な大規模買付行為又はこれに類似する行為を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する

者としては適切ではないと考えております。このような者による大規模買付に対しては、当社は必要かつ相当な対

抗措置をとることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保する必要があると考えます。

②　基本方針実現のための取組み

当社は「仕事を通じて世界に喜びと感謝の輪を広げる」ことを社是とし、独創的な技術による新しい価値創造を

通じて社会の発展に貢献していくことを経営の基本理念として、安定的な収益の創出と持続的な発展を目指してき

ました。

その実現のため、経営上の組織体制や仕組みを整備し、必要な施策を実施しつつ、効率性を追求した経営の実現

に取り組んで参りました。また、内部監査体制の整備、コンプライアンス委員会等の設置により、ガバナンス機能

の強化にも意をもちつつ、グループ全体の企業価値及び株主の皆様の共同の利益を確保し、または向上させること

を目指して事業展開を行っております。

③　基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための

取組み

当社は、株式の大規模買付行為に関する対応策（以下、「本プラン」といいます。）を導入しております。

本プランは、当社株式の大規模買付行為が行われる場合に、株主の皆様が適切な判断をされるために必要・十分

な情報と時間を確保するとともに、買収者との交渉の機会を確保すること等により、当社の企業価値ひいては株主

の皆様の共同の利益の確保または向上を目的としています。

本プランは、特定の株主グループの議決権割合を20％以上とすることを目的とする当社株式の買付行為、又は結

果として、特定の株主グループの議決権割合が20％以上となるような当社の株式の買付行為又はこれに類するよう

な行為あるいはその提案がなされる場合を適用対象とします。大規模買付ルールにおいては、これらの大規模買付

行為を行う者に対して意向表明書や大規模買付情報等の提出を求めることとし、この大規模買付ルールが遵守され

ない場合、あるいは当該大規模買付行為が当社に回復しがたい損害をもたらすものであることが明らかな場合に

は、当社取締役会は、独立した第三者機関である、特別委員会の助言を受け、また必要に応じて外部専門家等の助

言を得たうえで、株主共同の利益の保護を目的として、新株予約権の無償割当その他法令及び当社定款が取締役会

の権限として認める措置をとり、大規模買付行為に対抗することがあります。
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④　上記取組みが基本方針に沿い、当社の株主の共同の利益を損なうものではなく、当社の役員の地位の維持を目

的とするものではないこと及びその理由

本プランの目的は、大規模買付行為が企業価値・株主価値を高めるものであるのか、株主の皆様がご判断される

ための情報を確実に入手できる手段と判断のための時間を確保することです。最終的な判断は、株主の皆様にあり

ます。当該大規模買付行為が当社に回復しがたい損害をもたらすものであることが明らかな場合を除き、原則とし

てルールが遵守されている限り当該大規模買付行為に対する対抗措置を発動するものではありません。

以上の通り、本プランは、企業価値・株主価値の適正な判断に資するものであり、当社の役員の地位の維持を目

的とするものではありません。

なお、本プランの有効期限は、2020年６月に開催予定の当社第101回定時株主総会の終結時とされています。ま

た、有効期間の満了前であっても、①株主総会において本プランを廃止する旨の決議が行なわれた場合、②取締役

会により本プランを廃止する旨の決議がなされた場合には、その時点で廃止されることになります。

(5)研究開発活動

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、1億29百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 181,908,000

計 181,908,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
　（2019年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（2019年８月13日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 45,477,000 45,477,000
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

100株

計 45,477,000 45,477,000 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額　
（千円）

資本準備金残高
（千円）

2019年４月１日～

2019年６月30日
－ 45,477 － 2,398,000 － 52,454

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（2019年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

    2019年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 850,500

完全議決権株式（その他） 普通株式 44,601,600 446,016 －

単元未満株式 普通株式 24,900 － －

発行済株式総数  45,477,000 － －

総株主の議決権  － 446,016 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の中には、証券保管振替機構名義の株式が4,000株含まれております。

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数40個が含まれております。

②【自己株式等】

    2019年６月30日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

東京窯業株式会社
東京都港区港南

二丁目11番１号
850,500 － 850,500 1.87

計 ― 850,500 － 850,500 1.87

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2019年４月１日から2019

年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2019年４月１日から2019年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、名古屋監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2019年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 7,914,757 7,912,235

受取手形及び売掛金 8,808,057 8,678,355

製品及び外注品 3,522,135 3,883,954

仕掛品 1,573,739 1,585,385

原材料及び貯蔵品 3,282,913 3,237,502

その他 117,997 209,288

貸倒引当金 △22,867 △24,289

流動資産合計 25,196,733 25,482,432

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 2,044,927 2,029,656

窯炉、機械装置及び運搬具（純額) 2,423,636 2,379,020

土地 4,806,214 4,801,692

その他（純額） 458,205 634,123

有形固定資産合計 9,732,984 9,844,493

無形固定資産 57,836 55,657

投資その他の資産   

投資有価証券 6,209,764 5,847,217

長期貸付金 6,130 6,040

繰延税金資産 369,664 485,380

その他 193,226 194,851

貸倒引当金 △75,869 △75,647

投資その他の資産合計 6,702,915 6,457,843

固定資産合計 16,493,736 16,357,993

資産合計 41,690,470 41,840,426
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2019年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,789,159 1,730,664

短期借入金 3,967,659 3,915,733

未払法人税等 651,827 354,646

賞与引当金 523,968 862,161

損害補償損失引当金 109,251 109,251

その他 1,049,925 1,207,872

流動負債合計 8,091,792 8,180,330

固定負債   

繰延税金負債 486 448

役員退職慰労引当金 745,373 752,017

退職給付に係る負債 1,594,264 1,603,286

その他 55,716 55,620

固定負債合計 2,395,841 2,411,371

負債合計 10,487,633 10,591,702

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,398,000 2,398,000

資本剰余金 2,462,007 2,462,007

利益剰余金 21,971,988 22,331,056

自己株式 △164,039 △197,082

株主資本合計 26,667,956 26,993,981

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,096,091 841,222

繰延ヘッジ損益 593 159

為替換算調整勘定 △167,263 △233,269

その他の包括利益累計額合計 929,421 608,112

非支配株主持分 3,605,458 3,646,631

純資産合計 31,202,836 31,248,724

負債純資産合計 41,690,470 41,840,426
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2019年４月１日
　至　2019年６月30日)

売上高 6,626,822 7,083,212

売上原価 4,625,203 5,116,993

売上総利益 2,001,619 1,966,219

販売費及び一般管理費 1,008,872 1,039,602

営業利益 992,747 926,616

営業外収益   

受取利息 1,254 969

受取配当金 86,864 93,192

不動産賃貸料 19,348 19,081

その他 8,229 13,972

営業外収益合計 115,696 127,215

営業外費用   

支払利息 6,462 7,103

為替差損 16,778 50,475

不動産賃貸原価 3,182 3,139

その他 4 2,523

営業外費用合計 26,427 63,241

経常利益 1,082,015 990,590

特別利益   

固定資産売却益 104 798

特別利益合計 104 798

特別損失   

固定資産廃棄損 17,063 17,787

投資有価証券売却損 － 104

特別損失合計 17,063 17,892

税金等調整前四半期純利益 1,065,057 973,496

法人税等 309,962 304,480

四半期純利益 755,095 669,015

非支配株主に帰属する四半期純利益 129,197 131,441

親会社株主に帰属する四半期純利益 625,897 537,573
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2019年４月１日
　至　2019年６月30日)

四半期純利益 755,095 669,015

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △195,480 △255,314

繰延ヘッジ損益 7 △433

為替換算調整勘定 △6,026 △81,316

その他の包括利益合計 △201,499 △337,064

四半期包括利益 553,595 331,951

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 426,948 216,264

非支配株主に係る四半期包括利益 126,647 115,686
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【注記事項】

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

（四半期連結貸借対照表関係）

保証債務

連結会社以外の会社等の金融機関からの借入金に関し次の通り保証を行っております。

前連結会計年度
（2019年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（2019年６月30日）

（医・社）浩養会 64,990千円 （医・社）浩養会 60,220千円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費は、次の通りであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 2018年４月１日
至 2018年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 2019年４月１日
至 2019年６月30日）

減価償却費 186,061千円 238,642千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2018年４月１日　　至　2018年６月30日）

配当に関する事項

配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年６月28日

定時株主総会
普通株式 223,133 5 2018年３月31日 2018年６月29日  利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2019年４月１日　　至　2019年６月30日）

配当に関する事項

配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年６月27日

定時株主総会
普通株式 178,505 4 2019年３月31日 2019年６月28日  利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自2018年４月１日 至2018年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント（耐火物関連事業）
その他
（注）

合計
 日本 北米 ヨーロッパ アジア 計

売上高        

外部顧客への売

上高
5,157,466 583,891 693,512 130,785 6,565,656 61,165 6,626,822

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

740,371 － 32,620 6,742 779,734 283,680 1,063,415

計 5,897,838 583,891 726,132 137,528 7,345,391 344,846 7,690,238

セグメント利益又

は損失（△）
997,875 25,788 100,924 △1,506 1,123,081 40,679 1,163,760

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、環境関連製品、窯業機械

器具、建築、修繕、運輸等を含んでおります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 1,123,081

「その他」の区分の利益 40,679

セグメント間取引消去 △59,001

全社費用（注） △112,012

四半期連結損益計算書の営業利益 992,747

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自2019年４月１日 至2019年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント（耐火物関連事業）
その他
（注）

合計
 日本 北米 ヨーロッパ アジア 計

売上高        

外部顧客への売

上高
5,453,530 601,215 796,730 140,880 6,992,356 90,855 7,083,212

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

893,191 382 26,239 52,055 971,869 278,169 1,250,038

計 6,346,721 601,597 822,970 192,936 7,964,226 369,024 8,333,251

セグメント利益又

は損失（△）
912,531 △1,060 92,336 19,910 1,023,717 40,842 1,064,560

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、環境関連製品、窯業機械

器具、建築、修繕、運輸等を含んでおります。
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２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 1,023,717

「その他」の区分の利益 40,842

セグメント間取引消去 △27,584

全社費用（注） △110,359

四半期連結損益計算書の営業利益 926,616

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下の通りであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日
至　2018年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2019年４月１日
至　2019年６月30日）

１株当たり四半期純利益 14円03銭 12円05銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 625,897 537,573

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益（千円）
625,897 537,573

普通株式の期中平均株式数（千株） 44,626 44,612

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2019年８月９日

東京窯業株式会社

取締役会　御中

 

名古屋監査法人

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 大西　正己　　印

 

 業務執行社員  公認会計士 山本　真由美　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東京窯業株式会

社の2019年４月１日から2020年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2019年４月１日から2019年６月

30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2019年４月１日から2019年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東京窯業株式会社及び連結子会社の2019年６月30日現在の財政状態及

び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な

点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社

（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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